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to indicate an experimental theoretical model after discussing characteristics of
productive conversation from a previous study. However, nonverbal interaction
process among actors is also important. Therefore, verbal and nonverbal
interaction among actors is considered as communication. In addition, factors
affecting on communication are discussed based on a semi-structured interview
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１ はじめに

近年，企業一社が単独でイノベーション１）を起
こすことは難しくなっており，サプライヤー，提
携企業，ユーザーなど多様な主体が協働して１つ
のイノベーションを起こすようになってきた
（Norman and Ramires, 1993）。しかしながら，単
に多様な主体が関与すればイノベーションが成功
するとは限らず，情報伝達や情報探索などの問題
（von Hippel, 1994 ; Chesbrough, 2006）を協働し
て乗り越えていくことが求められる。このとき，
情報の伝達や探索だけではなく，イノベーション
に関与する主体間での状況に応じた交流やともに
経験や意味を創造していくことが必要と考えられ
ている（Ramaswamy and Guillart, 2010 ; Frow et

al., 2011）。つまり，情報の伝達や探索に対応す
るたけでは多様な主体が関与するイノベーション
を達成させることは難しいと言える。
そこで，情報の伝達と探索から，状況に応じた
交流や経験や意味を主体間で創り上げていくこ
と，すなわち主体間の対話やコミュニケーション
に着目することが求められる。本稿の目的は第１
に，主体間の対話やコミュニケーションを理解す
るための理論モデルを示すことである。第２に，
介護ロボットの開発企業へのインタビュー調査か
ら，多様な主体がイノベーションに関与する動機
や考えを解釈し，対話やコミュニケーションに影
響を与える要因を考察することが目的である。な
お，介護ロボットの開発・導入には，介護労働
者，介護施設の経営者，開発企業，研究機関，仲
介事業者など種々の主体が関与しているため本研
究の事例に取り上げている。
第２節では，上述したように先行研究から主体

間の対話やコミュニケーションに焦点化する理由
を示す。つづいて第３節では，Engeström（２００８）
の調査を概括し，本研究の試験的な理論モデルを
示す。以上をもとに，第４節では，インタビュー
調査の方法と回答を示した上で，イノベーション

に関与する主体がどのような動機や考えを持って
いるのかを解釈し，主体間の対話やコミュニケー
ションに影響を及ぼす要因を考察する。

２ イノベーションに関与する主体の多
様化

本節では，東・小沢（２０１６）をもとにイノベー
ション研究をイノベーションに関与する主体の多
様化に着目し整理する。つづいて，主体間の対話
やコミュニケーションに焦点化する理由を示した
い。

２．１ 既存研究レビュー
イノベーション研究の父である Schmpeter

（１９３４）は，イノベーションは企業から発生する
としており，ユーザーはメーカーによるイノベー
ションを受容する受動的な存在として認識してい
た２）。
しかし，その後ユーザー・イノベーション

（von Hippel, 1976, 1988）や共同イノベーション
（小川，２０００）などのように，ユーザーも時とし
てイノベーションを起こすことやユーザーとメー
カーとが共同することが明らかにされた。
そして，近年ではさらに，イノベーションに関
与する主体が多様化してきていると考えられてい
る。たとえば，小川（２００６）は，メーカーの製品
開発において，流通企業や消費者が参加すること
で，競争優位性のある製品が生み出されることを
論 じ て い る。ま た，Chesbrough（２０１１）は，
オープン・イノベーションの概念を広げ，ビジネ
スをサービスとして捉え，社内外の知識を有効活
用し，顧客に体験を提供しながら価値創造に引き
込み，顧客とイノベーションを共創するという
オープン・サービス・イノベーションが重要であ
るとした。
さらに，共創の重要性はサービス・マーケティ
ングや戦略論の分野でも議論されている。たとえ
ば，Norman and Ramirez（１９９３）は サ プ ラ イ
ヤー，提携企業，顧客などの複数の主体からなる
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星座のような価値創造システムが競争優位性の源
泉になるとした。彼らによれば，今日企業一社だ
けで価値を創造することができない時代であり，
価値創造は複雑化・多様化し，それと同様にその
価値を生み出す相互関係も複雑化・多様化してい
ると指摘している。
つまり，イノベーション研究において，イノ
ベーションに関与する主体の多様化は３つの段階
を経て発展してきたと考えられる。第１が，イノ
ベーション研究の初期にみられたメーカーによっ
て独断的におこなわれていたとする段階である。
第２が，ユーザー・イノベーションあるいはユー
ザーとメーカーとが共同していく，すなわちイノ
ベーションの担い手をユーザーとメーカーの関係
から捉える段階である。そして，第３は，ユー
ザーやメーカーに加えてサプライヤーや提携企業
など種々の主体がイノベーションに参画し共創す
るという段階である。つまり，今日のイノベー
ション研究では，イノベーションの担い手は多様
な主体で構成されており，その主体を多元的に捉
えることが欠かせない３）。

２．２ 情報の伝達と探索
さて，１つのイノベーションに複数の主体が関
与することがこれまで先行研究では示されてきた
が，同時に課題とその対応策も議論されてきた。
たとえば，複数の主体が関与するとき情報伝達や
情報探索を的確におこなうことがイノベーション
を成功に導くための課題とされてきた（von

Hippel, 1994 ; Chesbrough, 2006）。この情報伝達
の課題に対し，企業対ユーザーの関係では，ツー
ルキットを活用すること（von Hippel, 1994,

2005），企業対企業の関係においては仲介企業を
利用すること（Chesbrough, 2006）が解決策とし
て議論されてきた。
しかしながら，これらの問題解決は二者間の関
係に留まっていることに課題がある。上述したよ
うに，イノベーションには多様な主体が関与する
ため，二者間に限らずより多くの主体間の関係性
を考慮する必要がある。さらに，さまざまな主体

が関わる際に，状況に応じた主体間での交流，主
体間でともに経験や意味を創造することも必要と
されている（Ramaswmay and Guillart, 2010; Frow

et al., 2011）。つまり，単にシーズやニーズの情
報の伝達や探索だけではイノベーションを達成す
ることは難しいと考えられる４）。

２．３ 情報の伝達と探索から対話へ
それでは，主体間での交流，経験や意味の創造
をイノベーションにつなげるには何が求められ，
どのような点に留意すべきなのであろうか。

Prahalad and Ramaswamy（２００４）は企業対消
費者の関係から対話の重要性を説いている。彼ら
によれば，対話とは当事者同士が深く関わり合い
ながら，行動へ向けて意見を交わすことであり，
単に消費者の声に耳を傾けるのとは異なるとして
いる。すなわち，対話を通して，消費者との密接
な関係を構築することで，消費者を取り巻く環境
を理解でき，それがイノベーションにつながると
考えられている。
ただし，依然として主体間の関係性が企業対消
費者という二者間に留まってしまっている。した
がって，主体間の関係を拡張させた上で対話の在
り方を考えていくことが有効と考えられる。つま
り，ユーザー，メーカー，提携企業，サプライ
ヤーなど多様な主体間での対話を通して，お互い
の理解を進め，イノベーションにつなげていくこ
とが求められる５）。

３ 拡張的学習の援用と対話の５つの要
素

本研究では，多様な主体が対話，そしてコミュ
ニケーションを通してイノベーションを達成して
いくプロセスを拡張的学習の観点から考察した
い。拡張的学習とは，ある主体の個人的行為だけ
では解決できない問題を集団的にさまざまな葛藤
を乗り越えながら解決することを指す（Engeström,

1987, 2008）。
これまで，東・小沢（２０１６）で二次データを活
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用した事例研究から拡張的学習をイノベーション
研究に援用することの有効性と応用可能性を検討
してきた。拡張的学習は，イノベーションに多様
な主体が関与するという集団性６）とそのダイナミ
ズムを説明する際に有効であり，その過程を学習
プロセス７）として体系的に説明できることから応
用することは可能と考えられる。
さて，Engeström（２００８）は主体が集団的に問

題を解決していく際に対話が重要な役割を担って
いるとしている。本節では，Engeströmの調査
の概略を整理し，集団的に問題解決に取り組む時
の対話の重要性と特徴を考察する。次いで，対話
に焦点化する場合の課題を Berman（１９８１）から
検討することで，本研究における理論モデルの導
出につなげたい。

３．１ Engeström（２００８）のケーススタディ
Engeström（２００８）は，仕事場のチームに焦点
を向け「良きチームとは何か，何が成功する協働
であり，何が作業チーム中の障害なのか」などの
いくつかの問いを明らかにするために６つのケー
ススタディをおこなっている８）。これら各ケース
を Engeströmはさまざまな切り口から説明し，
多くの概念を提示している。まず，ケース１と
ケース２では，各チームが抱える問題やイノベー
ションの可能性がいかに生まれるのかを論じてい
る。ケース３と４では，新しいチームがどのよう
に新しい作業方式を構築するのか，チームが境界
線をいかに乗り越えていくのかが説明されてい
る。そして，ケース５と６では，知識創造と社会
関係資本の観点から整理されている。
本稿では Engeströmの分厚い記述をもとに対
話の必要性と特徴をみるため，ケース１から４ま
でに主眼を置き考察したい。

３．２ 対話の必要性
さて，ケース１では，テレビ放送のスポーツ番
組の制作チームの活動をもとに，チームの活動が
停滞する要因が分析されている。そして，ケース
２では法廷審理での裁判官，原告と被告の双方の

弁護士の補足協議９）のやり取りから，敵対する者
同士のコミュニケーションの問題を分析してい
る１０）。
この２つのケーススタディでは，活動に関与す

る主体間で，間主観的な理解と情報の流れの遮
断・中断・欠損１１）が起きており，それが原因と
なって問題が発生していたと考えることができ
る。
たとえばケース１の場合，制作チームがテレビ
局の経営陣から期待されている仕事の成果と実際
に達成した成果を自分たちで評価することが不可
能となっていた。当時，制作チームは経営陣から
高い視聴率を求められていが，その一方で制作
チームでは伝統に重きをおき番組制作を進めてい
た。さらに，制作チームは番組の成果にアクセス
することが難しい状況に置かれていた。つまり，
チーム内の伝統を重んじる気風と求められる成果
との間に矛盾を抱えていた。加えて，制作チー
ム，そして経営陣も含め，その成果について共有
がなされていなかった１２）。
つまり，間主観的な理解と情報の流れの遮断・
中断・欠損が発生したと考えることができる。
Engeströmによればこのように停滞した状況を
脱するには，主体間で十分に議論していくことが
鍵であると説明されている１３）。
次いで，ケース２の場合，裁判官が裁判の直前

に弁護士とおこなった話し合いの本来の意図が関
与していた主体間で共有されていなかったことが
示されている。この話し合いは，訴訟の当事者が
本質的な問題に焦点化し，原告と被告とが協力し
て問題解決に臨めるよう裁判官が生み出した方法
である。補足協議の中で，裁判官はこの話し合い
の内容を思い出させるような発言をしていたが，
その意図が原告と被告双方の弁護士に伝わってい
なかった。それは，弁護士らが裁判前の話し合い
を訴訟前協議と混同していためとされている。つ
まり，ケース２では，形式的には主体間で対話が
なされていたものの，本来の目的（ここでは裁判
前の話し合いの目的）が関与する主体間で適切に
共有されていなかったことが裁判中のコミュニ
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ケーションに影響を与えていたと考えられてい
る１４）。
ケース２においても，主体間で間主観的な理解

と情報の流れの遮断・中断・欠損が発ししていた
といえる。

３．２ 有効な対話の特徴
以上のケーススタディから，問題解決のために
対話は必要であるが，対話が問題解決に結びつく
ためには，何らかの要素が求められることがわか
る。そこで，ケース３と４では，チームが問題解
決に取り組む過程の Engeströmの分析を通して，
問題を解決に導く対話の特徴を整理したい。
まず，ケース３では一次医療チームの活動を２
つの事例から分析している。１事例目では，二人
の医療従事者がケアプランの作成に終始してお
り，患者の発言が受け入れられていなかった。つ
まり，本来の目的である患者のニーズを満たすこ
とが無視されており，患者のニーズを満たすため
の手段であるはずのケアプランそのものを作成す
ることが目的に取って代わってしまっていた１５）。
２事例目は，一次医療に関わる地域の医療従事者
と隣接部門の代表者，そして医師によるミーティ
ングが取り上げられている。このミーティングで
は，隣接部門である検査室の閉鎖について議論さ
れ，地域医療の従事者と検査室の代表者との間で
対立が生じていた。しかし，医師が調整役とな
り，対立状態が緩和され，協力体制へ移行するこ
とができていた１６）。
これら２つの事例は，活動に関与する主体がそ

れぞれ異なった声を上げていた点で共通する。し
かし，両事例で異なっていた点は，対話の様相で
ある。１事例目では，医療従事者のチームが患者
を無視していたが，２事例目では，医師が質問と
間接話法によって提案することで，医療従事者と
検査室の代表者の双方の考えを無視することなく
議論を進めることができた。つまり，複数のチー
ムが関与する中でも生産的な対話が進み，問題解
決へとつながっている。
ケース４では，幼稚園から６年生までを担任す

る５人の教師たちのチームの取り組みが上げられ
ている。この教師たちは通常の教科書を使った授
業ではなく，グローバル教育のアイデアを中心と
した新しい統合カリキュラムを創ろうとしてい
た。このチームの計画会議で，教師たちの話し方
に幾つかの特徴が見出されている。第１の特徴
が，教師たちの発言におびただしいオーバーラッ
プと即座の応答があったことである。Engeström

は会話の順番取りのタイプとその頻度を調査し，
会話の中断が個々人の発話や発話のペアの後で起
こるのではなく，複数の発話が重なり合う中，あ
るいは会話の混乱の中で起きていたと分析してい
る。このことから発話の交代は個々人が得た発言
のチャンスではなく，協働でなされたものだと特
徴づけている。第２の特徴は，命令法が欠如し，
条件法的な陳述が多用されていたことであった。
命令的な発言がなく，条件法的な文を多用するこ
とで，外部から既知のものを受容するのでもな
く，イエスかノーかの意思決定でもなく，アイデ
アを共につきとめていく過程でお互いの感覚が共
有されていくと考えられている。つまり，条件法
的な発言によって，教師たちは一緒になって想像
力を働かせ，潜在的にありうる選択肢やその成
果，新たな疑問や代替案などについてじっくりと
議論することができたとされている。そして，第
３の特徴は，話し合いで論点が頻繁に反復してい
たことである。ただし，これは論点が同じ形式や
内容に戻ることは意味しておらず，論点が繰り返
し出現することで，さまざまな切り口で熟考する
ことが可能になることを示している。つまり，条
件法を用いることと同様に，論点が繰り返される
ことで関与している主体同士で「一緒に想像す
る」ことを可能にしている１７）。
以上の教師間の対話の特徴から，新しいカリ
キュラムの取り組みで教師間に不一致が生じて
も，この不一致を集団的に吟味し解明することが
でき，より発展したカリキュラムを生み出すこと
ができたと考えられる。
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３．３ 本研究の理論モデル
以上の調査から，主体間の対話が問題解決へ向
けて生産的に機能するための幾つかの要素を挙げ
ることができる。まず１つ目が質問と間接話法に
よる提案である。これはケース３で表れていた特
徴で，質問と間接話法による提案によって，お互
いの考えが受容されやすくなる効果があると考え
られる。そして，第２が発話の交代が協働でされ
ていること，第３が発話に命令法が用いられてい
ないこと，第４が条件法的な陳述がなされている
こと，第５は論点が繰り返されることである。こ
れらの特徴は，ケース４で示されていた通り，関
与する主体同士の思考プロセスを共有化する効果
があると考えられる。
さて，これらを踏まえて本研究の試験的な理論
モデルは図表１のように示される。一番左の５つ
の要素によって生産的な対話が機能し，生産的な
対話がなされることによって，主体間でお互いの
知識や情報が共有され円滑に学ぶことができる。
そして，円滑なやり取りによって問題解決が進み
各主体の満足度が向上し，最終的には経済成果を
生むイノベーションになると考えられる。
上記の理論モデルを介護ロボットの開発・導入
で置き換えると，介護従事者，施設経営者，開発
企業，研究機関，仲介事業者などの対話が５つの
要素を満たし，生産的であることで，介護やロ
ボットの専門知識や情報をお互いが学習でき，各
主体の満足度が向上し，ユーザー（介護労働者・
施設経営者）は介護ロボットを現場で利活用で

き，開発企業や研究機関はユーザーのニーズを介
護ロボットに反映できるようになると考えられ
る。

３．４ 本理論モデルの留意点
本理論モデルでは対話の様相に着目しているが
留意すべき点がある。Berman（１９８１）によれば，
会話（対話）で何が生じているのかを知るために
は，人種，性，権力関係などの歴史を考慮しなけ
ればならないとしている。たとえば，人物Ａが人
物Ｂに水を一杯もらう会話を観察しても，人物Ａ
と人物Ｂとが対等の関係であるのか，人物Ａが人
物Ｂより目上であるのかなど，お互いの立場に
よってやり取りの意味合いは変わる１８）。つまり，
表面的なやり取りだけに焦点を向けていると，そ
の対話で本来何が発生しているのか見落とす危険
がある。Engeströmの調査においても，分厚い
記述の中に各主体の属性やチームの歴史などが鮮
明に記されていた。
つまり，主体間の対話を表面的に分析するだけ
では不十分で，対話をおこなう各主体のさまざま
な特性を同時に理解する必要がある。本研究では
各主体の特性を理解するために，主体間の対話
（言語）による相互作用と非言語による相互作用
の双方をコミュニケーションとして観察の対象と
する１９）。

４ インタビュー調査

以上を踏まえ，インタビュー調査を実施した。
本調査は，コミュニケーションの深層で何が発生
しているのか，すなわちコミュニケーションに影
響を及ぼす要因を考察することを目的としてい
る。

４．１ 調査方法
調査対象はコミュニケーション・ロボットを開
発している富士ソフト株式会社（以下，富士ソフ
ト）である。本調査は２０１７年６月２３日に同社の

図表１ 本研究の試験的理論モデル

出所：筆者作成。
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オフィスにて９０分間の半構造化のグループ・イ
ンタビューとして実施された。インタビューイー
は同社のコミュニケーション・ロボット PALRO

（パルロ）のマーケティング（営業含む）を担当
している男性２名，過去にマーケティングを担当
していた男性１名の合計３名である。ただし，途
中から現在の担当者２名のみの回答となってい
る。
主な質問項目は，高齢者福祉施設向け（ビジネ
スシリーズ）の PALROについて，（１）導入状
況，（２）施設へ導入した時の印象的な体験，（３）
PALROに対するユーザーの反応についてどのよ
うに感じているか，（４）同社の技術者はどのよう
にユーザーの要望をキャッチしているのか，（５）
今後の展望について，である。本調査は半構造化
として実施したため，同社の回答内容は上記の質
問項目に沿って筆者によってグルーピングされて
いる。そして，グルーピングされた回答内容を同
社が後日確認し，本来の意図とは異なる表現と公
表できない内容についてのみ回答者らが修正して
いる。

４．２ 調査対象について
富士ソフトは通信インフラ，社会インフラ機械
制御などの組み込み系ソフトウェア，業務系ソフ
トウェア，ネットビジネスソリューションなどの
開発・サービスを手掛けている独立系のシステム
インテグレーターである。
富士ソフトの PALROはコミュニケーション・
ロボットとして２００８年の知能化技術（人工知能）
の開発から始まる。２０１０年に教育・研究機関向
けのアカデミックシリーズが出荷され，産学連携
が強化された。その後，２０１１年に高齢者福祉施
設向けの市場調査が始まり，翌年に高齢者福祉施
設向けとしてビジネスシリーズの PALROが販売
された。神奈川県のさがみロボット産業特区での
実証実験を中心に，国や自治体，業界関連団体，
大学などの研究機関と連携しながら改良を進めて
いる。２０１５年には高齢者福祉施設向けシリーズ
の改良モデルの販売・レンタルが開始された２０）。

PALROは全長約４０cmのヒューマノイドで，
人工知能を搭載しており，人の顔を判別でき，自
ら話しかけたり，インターネットと接続すること
でニュースや天気予報などのさまざまな情報を提
供することができる。操作は人が PALROに話し
かけることでおこなう。そのため，PALROと人
とのリアルな会話を実現することを目的に，
PALRO本体に AIを搭載し人に対するコミュニ
ケーション行動を制御しながら，クラウド上の
AIで分析や解釈などの処理をおこなう独自のシ
ステムが採られている２１）。PALROの構造には
オープン・アーキテクチャが一部に採用されてい
る。これはアカデミックシリーズの PALROを大
学などの研究機関が活用し，新たなアプリケー
ションの開発を推進しているためである。このよ
うにして大学などの研究機関が開発したアプリ
ケーションはコミュニティ・サイトから市場へ発
信することができる２２）。そして，高齢者福祉施
設では，PALROはダンスやクイズ，歌などのレ
クリエーションで多く活用されている。PALRO

自身で２０分間，司会をおこないレクリエーショ
ンを進めることができる。レクリエーションは同
社に在籍しているレクリエーション介護士によっ
て監修されている。PALROは人がおこなうレク
リエーションと同じように，施設利用者（被介護
者）の笑顔を引き出すことが可能とされてい
る２３）。PALROを活用することで，厚生労働省が
掲げる介護予防の６項目にほぼ対応することが可
能とされている２４）。実際に，さがみロボット産
業特区での実証実験で評価が得られている２５）。

４．３ 主な回答内容
さて，同社の主な回答をみていくこととする。
詳細は図表２「インタビュー調査の回答（富士ソ
フト）」を参照されたい。同社が介護ロボットの
開発・改良に取り組む理由はビジネスとしてユー
ザーの付加価値の向上を追求するためである。さ
らに，ロボットの技術を活用したビジネスを展開
したいと考えており，既に金融機関でも運用され
ている。
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質問項目 回答内容
１．現在の導入状況 ・２０１７年６月現在，約９００台が介護施設で導入がされている。その内，５００台弱は２０１６年に出荷された。１つ

の法人で最大２４台を導入している。
・現在，PALROはキャズムに差し掛かっているが，これは国からの補助金が与えた影響が大きいと考えられる。
本来はアーリー・マジョリティであるユーザーがキャズムを越える前に，補助金によって PALROを購入する
ようになってきたと感じる。

・ロボットの流行や補助金によって，PALROの認知度が上がり普及し始めてきたものの，導入後の運用に課題
を持つ施設もあり，そういった施設から｢PALROが期待通りの効果を出さない｣といった声が上がり，PALRO
や介護ロボットそのものの評価が低下する恐れがあると感じることがある。

・PALROを施設に導入する際に，PALROの前評判やユーザーの予備知識が PALROに対するユーザーの期待値
に影響を与えていることがある。

２．導入時の印象的
な体験

・PALROを販売し始めた１年目，２年目の頃のユーザーは PALROを購入して満足していただけの傾向があった
り，ロボッ卜に対する夢や期待を多く持っている傾向があった。その後，時間の経過に伴って，ユーザーの
PALROへの要求レベルは上がってきた。現在は，ロボットや AIという言葉が流行になっていて，PALROを
導入すればすぐ良い効果が施設や被介護者に現れると大きな期待を寄せるユーザーが増えていると感じる。

・PALROを販売し始めた当初から，そもそもロボッ卜に対する期待よりも｢一緒に作っていく｣という気持ちで，
独自性の高い具体的な改良要望をいただく導入施設の経営者が多く，施設の従業員の方々もその影響を受け，
PALROを道具としてしっかりと捉え，使いやすくするためのアイデアも積極的にいただいてきた。

・PALROを販売し始めた２０１２年頃は営業に行っても門前払いされたこともあったが，２０１７年現在は介護の担
い手不足から，ロボッ卜による負担軽減を具体的に検討する介護施設側から積極的な問い合わせを多く頂くよ
うになっている。

・金融機関などでは，PALROの集客性を期待し，金融知識に関するセミナーでのプレゼンターとしての活用や，
店頭でのお客様のおもてなしなどに活用いただく例が増えている。

・導入施設側の PALROへの期待値が高すぎることがあるため，そのコントロールが必要と思う。
３．ユーザーの反応
についてどのよ
うに感じている
か

・PALROの導入効果が施設で異なる要因の一つに，施設側の介護サービスに対する姿勢が影響しているように
思う。PALROの効果が高い施設は，そもそも介護の質を上げることを意識して，PALROをそのための道具と
して介護プログラムに組み込んで活用している。

・PALROの導入効果が高い施設は，介護に対する工夫がなされていたり，費用対効果を考えている傾向があり，
PALROが導入されトラブルが発生しても自己解決する場合もある。一方，PALROを単に導入しただけでは，
PALROの運用方法についてつまずきやすく，こうした導入施設に対しては，導入の目的を振り返り，道具と
して活用し効果を確認しながら運用をしていただけるよう，支援に努めている。

４．技術者はどのよ
うにユーザーの
要望をキャッチ
しているのか

・PALROの技術者は純粋に技術者であって，基本的に介護施設には訪問しない。営業担当者がユーザーの要望
を丁寧に翻訳して技術者に伝える。営業担当者の翻訳力は日々の経験の積み重ねによる。技術者を取りまとめ
るリーダーが納得するようにユーザー個々から直接伺った要望を広く見渡して共通する根元にあるニーズを見
つけ出し，技術者に伝えることが重要である。

５．今後の展望 ・AIとアプリケーションを組み合わせたプロダクトの開発に取り組んでいきたい。
・ロボット技術を活用したビジネスを展開したい。
・PALROに新たなソリューションを搭載し，介護サービス業界以外でも活用できるようにしたい。

６．その他 ・多様なプレイヤー（主体）が関わっているため，それぞれのプレイヤー（主体）の想いのベクトルをそろえて
いくことが必要と感じる。

・自社にとって，PALROの開発（改良含む）・導入・普及はビジネスであり，非常に熱意をもって必死に取り組
んでおり，ユーザーの付加価値の向上を追求している。

・ロボットを開発している企業はさまざまあるが，中には介護ロボッ卜は儲かると安易に考えて参入してくる企
業もいる。

・PALROの活用方法に関するセミナーを開催しているが，過去に開催したものと現在開催しているものでは目
的がやや異なる。過去に開催した PALROセミナーは新規ユーザーの獲得のための PALROのプロモーション
が目的だった。しかし，普及が進んできた現在，PALROセミナーとしてリニューアルし，既存ユーザーの効
果的活用のための知識と具体的な運用方法を普及させることに注力している。そして，参加者を既存ユーザー
に限ることなく，介護ロボット導入を検討している方や，PALROによる新たなビジネスを企画されている介
護業界以外の方も広く受け入れることで，結果として新規ユーザーが増えることを目的としている。また，利
用対象外の業界の方も参加されることがあり，業界の垣根を超えて企業同士がつながることにもつながるので
はないか。

・PALROの普及を進めるためには，介護事業者に対するコンサルタントのような存在になるような感覚がある。
・当事業部の技術開発の姿勢の特徴は，ユーザーの要望はできるだけ正確に網羅的に収集しながらも，個別の
ユーザーからの具体的な要求仕様に即した技術開発に終始せず，多くのユーザーの真の要望に応えるための普
遍的な課題解決のための技術開発を心がけ，総合的にプロダクトの基準レベルを上げ，そこから更なる応用を
深めていること。

出所：筆者作成。

図表２ インタビュー調査の回答内容（富士ソフト）
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次に，同社からみた高齢者福祉施設は PALRO

を介護の手段として介護を良くすることを目的と
して導入する施設と，その一方で，PALROを導
入すること自体を目的とする施設がある。前者の
施設は，介護に対する工夫がなされていたり，費
用対効果を考えている傾向がある。そういった施
設は PALROが導入されトラブルが発生しても自
己解決する場合もあると同社は感じている。一
方，PALROを導入することが目的である施設は
運用方法につまずきやすい。そのため，同社は導
入の目的を振り返り，（PALROを）道具として活
用し，効果を確認しながら運用できるよう支援に
努めている。さらに，PALROの導入効果が施設
で異なる要因の１つに，施設側の介護サービスに
対する姿勢が影響している可能性があり，効果が
高い施設は介護の質を上げることを意識して，
PALROをそのための道具として介護プログラム
に組み込んで活用していると同社は感じている。
また，ロボットを開発している企業はさまざま
あるが，中には介護ロボットは儲かると安易に考
えて参入してくる企業もある。多様な主体が関
わっているため，それぞれの主体の想いのベクト
ルを揃えていくことが必要と感じている。そし
て，同社は PALROの開発・改良だけではなく，
セミナーを開催することで新規ユーザーの獲得や
介護業界以外の人との交流を図っている。以上の
ような回答を得られた。

４．４ 解釈（１）：主体間での意欲の違い
それでは，本調査の回答からコミュニケーショ
ンに影響を与える要因について解釈したい。まず
各主体の意欲の違いを特徴として指摘することが
できる。同社は競合企業との競争という環境に置
かれながらロボットの開発・導入・普及に，非常
に高い意欲を持って取り組んでいる。これは「自
社にとって，PALROの開発（改良含む）・導入・
普及はビジネスであり（後略）」や「ロボット技
術を活用したビジネスを展開したい」という回答
から解釈することができる。次に，ロボットを導
入する高齢者福祉施設は２０００年に介護保険制度

が施行されて以来，以前よりも外的環境の影響を
受けるようになった。つまり，介護保険制度によ
る規制緩和で，市場が開放され部分的に市場原理
が導入されたことで，高齢者福祉施設は準市場と
いう環境にある。そのような中で，同社からみる
と導入施設は２つに大別することが可能と考えら
れる。まずパターンⅠがロボットを単に「福祉」
として導入している状態の施設である。その一方
で，パターンⅡの施設は福祉でありながらも準市
場として競争を認識し，同社と同じように高い意
欲を持った状態で導入に取り組んでいる。パター
ンⅠとパターンⅡの施設を同社の観点から比較す
れば，パターンⅠの施設は補助金や流行の影響を
受けている可能性が大きく意欲的というよりも受
動的な様子が「（前略）現在はロボットや AIとい
う言葉が（後略）」や「（前略）運用につまずきや
すく（後略）」という回答からうかがえる。一方
で，パターンⅡの施設は介護ロボットの導入に対
する意欲が高く積極性があることが「PALROの
導入効果が高い施設は，介護に対する工夫がなさ
れている（後略）」という回答から考えられる。
つまり，同社と高齢者福祉施設は，互いに置か
れている競争環境が異なることが分かる。同社の
場合，競争市場に置かれており，高齢者福祉施設
は準市場という環境にある。ただし，高齢者福祉
施設は同じ競争環境におかれながらも施設ごとに
ロボットを導入する際の意欲が異なっていると考
えられる。したがって，開発企業と高齢者福祉施
設の競争環境の違いが直接的に主体間のコミュニ
ケーションに影響を与えているというよりも，各
主体の意欲の違いが主体間のコミュニケーション
に大きく影響を及ぼしている可能性がある。

４．５ 解釈（２）：主体間での目的の違い
つづいて，介護ロボットの開発・導入に取り組
む目的が異なっていることを特徴として指摘でき
る。同社はビジネスとしてユーザーの付加価値の
向上や今後の新たなビジネスの種と考えて開発・
導入の推進に取り組んでいる。したがって，同社
の目的は，ユーザーの「利便性の向上」と「市場
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質問と間接話法による提案
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で生き残ること」といえる。こういった目的を有
しているからこそ同社は PALROの開発・改良に
加えて高齢者福祉施設への導入支援を実施し，ま
たセミナーを開くことで異業種との交流を図って
いると考えられる。つまり，目的が明確であるこ
とで同社のコミュニケーションが方向づけられて
いる。
一方，高齢者福祉施設は介護ロボットの開発・
導入で同社と必ずしも同じ目的を持っているとは
限らない。たとえば，本調査の回答から高齢者福
祉施設には，PALROを介護の手段の１つとし
サービスの付加価値の向上のために導入する施設
と導入自体を目的としている施設があるとうかが
える。前者の場合，同社がロボット開発に取り組
む目的であるユーザーの「利便性の向上」という
点で共通していると考えられる。この「利便性の
向上」という共通の目的によってお互いのコミュ
ニケーションが同じ方向に向かい，導入が円滑に
進む可能性がある。その一方で，後者の場合，同
社の目的である「利便性の向上」や「市場で生き
残ること」と明確に目的が合致しているとは言い
難い。こういった施設は導入に苦戦する傾向があ
り，同社の支援が多く必要になると推察される。

４．６ 考察：主体間のコミュニケーションに影響
を与える要因
以上を踏まえ，コミュニケーションに影響を与
える要因として各主体間の意欲と目的の違いを指
摘できる。意欲とは，介護ロボットの開発・導入
を進めるときの各主体の積極性である。そして，
目的とは介護ロボットの開発・導入で各主体のコ
ミュニケーションを方向づけるものである。つま
り，介護ロボットの開発・導入では，各主体が有
している意欲と目的を特性として理解すること必
要と考えられる。すなわち，各主体の介護ロボッ
トの開発・導入に関与する時の意欲と目的が大き
く異なっているとコミュニケーションが停滞し，
介護ロボットの開発・導入が円滑に進まなくなる
可能性がある。対照的に，各主体の意欲と目的が
近いほどコミュニケーションが遅滞なく進み，介

護ロボットの開発・導入が進展すると言える。
さて，以上の解釈および考察から，本理論モデ
ルの見直しをおこなった（図表３）。以前の理論
モデルでは，対話のみに着目していたが，前述の
ように非言語によるやり取りにも焦点を向けた
い。そのため，対話（言語）と非言語による相互
作用からなるコミュニケーションが主体間での円
滑な知識や情報のやり取りを実現するために必要
な要因であるとした。次に，主体間の生産的なコ
ミュニケーションに影響を与える要因として，質
問と間接話法による提案，発話の交代が協働的，
命令法の欠如，条件法的な陳述，論点の反復を上
げていた。これらに加えて，主体間の意欲の違
い，主体間の目的に対する認識の差も同様に生産
的なコミュニケーションに影響を与える要因とし
ている。

５ おわりに

５．１ まとめ
本稿では，多様な主体が１つのイノベーション

を協働で達成するための試験的な理論モデルを
Engeström（２００８）の先行研究と Berman（１９８１）
の指摘に基づき示した。そして，介護者ロボット
の開発企業へのインタビュー調査からコミュニ
ケーションに影響を与える要因について考察し，

図表３ 本研究の試験的理論モデル

出所：筆者作成。
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理論モデルの見直しをおこなった。本調査から，
あるイノベーションに関与する時の主体間の意欲
と目的の相違がイノベーションの進展に影響を与
える可能性が考えられた。

５．２ 今後の課題
まず，本稿での解釈や考察は１事例によるもの
である。さらに，本稿では開発企業の視点でのみ
論じている。したがって，導入施設や仲介事業者
の視点からも現象を捉えていくことが求められ

る。また，高齢者福祉施設ごとに，介護ロボット
を導入するときの意欲や目的が異なる理由が判然
としておらず，今後精査する必要がある。そし
て，意欲や目的は時間経過とともに変化する可能
性が考えられるため，時間軸の中で捉えていくこ
とも課題である。本研究では，介護ロボットを対
象としているが，他の新技術を含めることも必要
と考えられる。今後の研究でこれらの課題を解決
していきたい。
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●注
１）本稿では，「イノベーションとは経済成果をもたらす
革新」と定義する（一橋大学イノベーション研究セン
ター，2001, p. 3）。

２）小川進（２０１３）『ユーザーイノベーション：消費者か
ら始まるものづくりの未来』東洋経済新報社，p.Ⅵ。

３）東史恵・小沢一郎（２０１６）「イノベーションの主体の
多様化と複雑化における拡張的学習の可能性」『専修
経営学論集』第１０２号，pp. 7-9.

４）ibid ., pp. 9-10.
５）ibid ., p. 10.
６）子どもの発達を歴史的な背景から紐解こうしたヴィゴ
ツキーに端を発する「文 化・歴 史 学 派」か ら
Engeström（１９８７）は人間の活動の構造を活動システ
ムとして示した。活動システムとは，まず，ある主体
が目的に向かって行動し成果を出すために道具を活用
する媒介関係を示している。ただし，主体，道具，目
的・成果の関係は，共同体やルール，分業・協業と
いった社会的にも媒介される共同活動と考えられてい
る。

７）活動システムが変容するプロセスを学習サイクルとし
て示している。この学習サイクルの中では，活動シス
テムに新しい要素が持ち込まれると幾つかの葛藤が生
じ，それらの葛藤を乗り越えることで次第に新しい要
素が新しい実践へと結びつく過程が論じられている
（Engeström, 2001）

８）この調査はアメリカとフィンランドで，１９９０年代の
初めから２００３年の終わりにかけておこなわれた。

９）陪審員抜きで裁判官と弁護士でおこなう補足協議で，

当事者のどちらかまたは裁判官が招集しておこなわれ
る。手続きが短時間中断され，裁判官が両当事者の意
見を聞き，それにもとづいて裁定をおこなう
（Engeström, 2008, p. 85）。

１０）Engeström, Y.（2008）From Teams to Knots : Activity-
Theoretical Studies of Collaboration and Learning at
Work , Cambridge University Press（山住勝広・山住
勝利・蓮見二郎訳（２０１３）『ノットワークする活動理
論：チームから結び目へ』新曜社），pp. 39-103.

１１）ibid ., p. 83.
１２）ibid ., pp. 74-77.
１３）ibid ., 77.
１４）ibid ., 101-103.
１５）ibid ., 111-126.
１６）ibid ., 126-134.
１７）ibid ., 146-187.
１８）Berman, M.（1981）Reenchantment of the World, Cornell

University Press（柴田元幸訳（１９８９）『デカルトから
ベイトソンへ：世界の再魔術化』国文社），pp. 332-333.

１９）深田（１９９９）によれば，コミュニケーションは，相互
作用過程，意味伝達過程，影響過程の３つ概念に集約
される。本稿では，東・小沢（２０１６）のレビューに基
づき「コミュニケーションとは言語および非言語によ
る主体間の相互作用過程」と定義する。

２０）富士ソフト株式会社／PALRO Garden HP：http://www.
palrogarden.net/palro/main/technology/pg398.html
（２０１７．０８．２６参照）。

２１）富士ソフト株式会社／PALRO Garden HP：http://www.
palrogarden.net/palro/main/technology/Hybrid_AI.
html（２０１７．０８．２６参照）。
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